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メタバース健診支援 
 

       臨床評価に関して 
 
 

第19回 
広域連携医療ネットワークシステム研究会（GCM19） 

特定非営利活動法人 全国在宅医療推進協会 
事務局長 田中 正彦 

  令和４年７月２３日 

主な内容 

① 現在の「健康診断」 
 
 
② 健康診断の目的とは 
 
 
③ 評価の具体的行動手順など 
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① 現在の健康診断と検診 

種類 根拠となる法律 実施主体 

事業主健診 労働安全衛生法 法人事業者 

特定健診 高齢者医療確保法 保険者 

がん検診 等 健康増進法 各自治体 

学校健診 学校保健安全法 学校 

乳幼児健診 母子保健法 各自治体 

特定健診（４０～74歳） 通称メタボ検診 
 

全体   自治体国保    組合健保 
      （自営業等）   （大企業等） 
５３．４%    ３３．７%      ７７．９%  2020 
 

現在の対策 
 

① ナッジ理論による受診勧奨 

 （経済学：それとなく働きかける、強制ではない後押し） 
 

② ＰＨＲ（Personal Health Record）構築 
   （主体が異なる健診記録の標準化・統合 
    個人で閲覧を目標、健康意識を高める） 
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 本プロジェクト まずは導入 
 

    「事業主健診」の支援が好適？ 

労働安全衛生法 

 事業者には実施義務、労働者は受診義務 
 

業種・職種によって様々な検査形態が存在 
 

企業による「がん検診」も存在 
これは企業の福利厚生業務であり法定検診ではない 
 

零細・赤字企業にて一部違反（未実施）あり 
 

罰則 事業者は罰金50万円以下、従業員は懲戒 
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② 健康診断の目的 （根拠法によって異なる） 
 
労働安全衛生法に基づく定期健康診断（一般健康診断）は、常時
使用する労働者について、その健康状態を把握し、労働時間の短
縮、作業転換等の事後措置を行い、脳 ・心臓疾患の発症の防止、
生活習慣病等の増悪防止を図ることなどを目的として事業者により
実施されている 

 
特定健診・特定保健指導では、内臓脂肪型肥満に着目し、その要
因となっている生活習慣を改善するための保健指導を行い、糖尿
病等の生活習慣病の有病者・予備群を減少させること（病気の予
防）を目的としています 

 
がん検診；がんの早期発見・死亡率の低下 
 
 
 
 
 
 

       
裏には 経済的側面 

 

将来的医療コスト 糖尿病>>>高血圧症 
 

がん罹患による経済損失:年間1.1兆円（H24～26） 



2022/7/20 

6 

本プロジェクト 
  「メタバース健診支援システム」 
 

法の求める健診目的との完全合致、整合性
は難しい 

ここはNPO的発想で 近江商人の哲学 「三方善し」 
 
受診本人・・・健康への理解、精神的満足（知的好奇心、先進体験 
         円滑な仕事の継続など） 
 
提供側・・・IT技術の医療分野への応用方法、実用性の開拓 
 
周囲（社会）・・・話題、希望者増、円満な健診運営、家族の安心感 

③ 評価方法と具体的手順 
 

現在の研究・・・倫理審査が必須 
 

Ⅰ．倫理審査委員会の選定、審査の通過 ※ 
 

Ⅱ．協力法人事業者の選定 
 

Ⅱ´．協力医療機関の選定 
 

 （医師を擁する医療法人事業者であれば好適） 
 

Ⅲ．同意を得た受診者へのアンケート調査 等 
 

 ※ ほとんど書類審査なので本プロジェクトの醍醐味をどこまで伝えられるか 
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調査内容（例） 
 

簡単なアンケート形式にて（WEBなら最適） 
 

説明内容の分かりやすさ、所要時間、アクセス性、 
 
レイアウト、音声など5点法 ⇒ レーダーチャート 
 
他に自由記述の感想・要望等 
 
☆まだ病気を有さない方が中心・・・かかりつけ医不在 
  医師による定期的なフォローが不可能 
 
 会員登録制なら楽であるが、個人情報保護の課題 

 
 
 
 
 まとめ 
 

 現段階では、本プロジェクトは健康や疾患に 
 関する一般的な情報を提供するものである。 
 

 行動制限、是正勧告、運動指導、厳格な助言 
 など医療行為は、完全なる医師の監督下で 
 あってもICTによる代行は未だ議論がある。 
 

 従って、健診の新様式として本プロジェクトの 
 汎用性、親近性、利便性、時間効率などの 
 有用性を数値化、現代社会への適応性を 
 実証する 
 
 
  
 
 

 
 

 

助成金などを視野に次のステップへ 
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 ここ１～2年で大きな変化の予感 
 
  ご清聴ありがとうございました 


